
 

議案第１号 令和 7年度事業計画(案)に関する件 

 

令和 7 年度事業計画案基本方針 

 

東京都病院薬剤師会定款第 3 条の目的に沿い、定款第 4 条に掲げる事業を重点に行っていくことを基本

とする。病院・診療所・介護保険施設における業務、医薬品等に関する調査、研究及び情報の提供等を通

して会員の医薬品や医療全般に関する知識の向上を実現するため、様々な研究会等を実施する。がん、褥

瘡、輸液栄養、糖尿病、緩和医療、感染制御、精神、妊婦授乳婦等、より専門性の高い分野に加え、高齢

者薬物療法、臨床研究、臨床推論等、臨床で活躍できる薬剤師養成の研究会を実施する。そしてこれから

の薬剤師に必須となる、ファーマシーマネジメントに関する BSC 作成のためのワークショップや人材育

成に関する研究会等を実施する。また都民の健康福祉に寄与することを目標に、都民を対象とした「くす

りと健康の週間」、「看護フェスタ」等を通して薬に関する正しい情報、知識等の普及啓発事業の実施や、

病院薬剤師を目指す薬学生を対象とした研究会と実習受け入れ態勢の整備等の支援を行う。 

薬剤師を取り巻く医療環境は日々変化しており、病院薬剤師はチーム医療の実践を通して病棟薬剤業務

はもとより、入退院支援や薬剤師外来などで様々な薬物療法における適正使用を推進し医療への貢献が期

待される。地域包括ケアへの対応に加えて、地域医療構想の下、病床機能が再編される中、シームレスな

薬物療法を実現するため、医療施設間及び薬局薬剤師との連携強化が求められている。このため昨年度に

東京都薬剤師会と覚書を締結し更なる連携の強化を図り、研究会の相互乗り入れを実施し、薬薬連携，多

職種連携を通して在宅医療への貢献を目指した活動を実施する。 

また第 8 次医療計画における病院薬剤師確保対策については、中小病院や療養施設では地域によらず、

多摩地域では大病院も不足しており、島しょ圏域を含めて、東京都保健医療局健康安全部薬務課や医療政

策部医療政策課等の行政との関係を強化し、昨年度から東京都主催で薬学生対象の「病院薬剤師の魅力を

発信する就職相談セミナー」を開催する等、関連団体と連携した病院薬剤師確保対策を継続して実施する。 

今期の各事業の運営方法について令和 5年度までの研究会はコロナ禍もあり、Zoom等を利用した Webに

よる配信を基本としたが、令和 6年度に引き続き感染対策に配慮した上で、専門領域の研究会を中心に対

面での現地開催を実施する等、プログラムの内容に応じて研修効果の高い様式で開催することとする。 

そして会員の増加対策を進め、本会の組織基盤と財政基盤の強化を図り、健全な組織拡大を実行する。 

 

各部、委員会における事業計画 

■教育研修部 

   ・臨床薬学研究会の企画運営（年 11回開催） 

   ・新任薬剤師教育研究会を開催 

   ・会員実務研究会を開催 

   ・病院薬事研修会を開催 

   ・日本薬剤師会・日本病院薬剤師会共催病院診療所薬剤師研修会を開催 

○実務実習小委員会 

   ・病院における実務実習のあり方と改訂コアカリキュラムに向けての研究会を開催 

・実務実習伝達講習会（東京都薬剤師会と共催）を開催 

■広報出版部 



 

   ・雑誌の発行計画に基づき年 6回発行し、会員に当会の活動状況の周知を図るとともに、雑誌の 

    内容の充実を図る 

○ホームページ小委員会 

   ・東京都病院薬剤師会ホームページの運営と維持管理の実施 

   ・ホームページ更新作業の実施 

■医薬情報部 

   ・東京都病院薬剤師会誌へ掲載する医薬情報に関する調査、会誌への掲載 

   ・ＤＩ解説記事「そこが知りたい医薬情報」の連載 

   ・「クローズアップＤＩ」の連載 

   ・製品情報概要等の調査、指摘 

   

   ・初心者のための医薬情報講習会を開催 

   ・フォーミュラリ導入研修会を開催 

○プレアボイド小委員会 

・プレアボイドフォーラム東京 2025を開催 

■薬務薬制部 

   ・薬機法改正、2025年問題、2040年問題に向けて取り組むべき業務課題に対する検討 

   ・多職種連携に向けて取り組むべき業務課題に対する検討 

   ・東京都医療事故調査等支援団体連絡協議会への対応 

   ・薬薬連携研修会を年 2回開催 

   ・薬剤関係用語集の改訂 

   ・新人薬剤師のためのセーフティーマネジメント集の発行 

○臨床試験推進小委員会 

   ・臨床研究を実施・支援するための研修会の開催 

   ・治験業務に関する意見交換会の開催（現地） 

   ・治験業務に関するメーリングリストの運用・管理 

○病棟業務整備小委員会 

   ・病棟薬剤業務等をテーマに研修会を年 2回開催 

   ・薬学生と数年後の病棟薬剤業務を考える研修会を開催（現地） 

○ファーマシーマネジメント小委員会 

   ・ミドルマネージャー養成塾を年 4回開催 

   ・BSC作成のためのワークショップを年 2回開催（現地） 

○社会保険制度小委員会 

   ・保険診療制度研修会を開催 

■中小病院部 

   ・中小病院実務研究会を年 4回開催 

・人員確保に関する研修会を年 3回開催  

   ・体験型研修会を開催（現地）   

   ・慢性期病院を対象としたアンケート調査準備 



 

■診療所部 

   ・診療所例会を年 10回開催 

   ・英文献の読み方初心者編ワークショップを開催（現地） 

■専門領域薬剤師養成部 

○がん薬物療法領域薬剤師養成小委員会 

   ・がん薬物療法専門薬剤師養成研究会を年 5回開催（現地） 

○褥瘡領域薬剤師養成小委員会 

   ・褥瘡領域薬剤師養成研究会を年 5回開催（現地 2回、Web3回） 

○輸液・栄養領域薬剤師養成小委員会 

   ・輸液・栄養領域薬剤師養成研究会を年 4回開催 

   ・特別講演会を年 1回開催 

○糖尿病領域薬剤師養成小委員会 

   ・糖尿病領域薬剤師養成研究会を年 6回開催（現地） 

   ・公開講座を年 1回開催 

○緩和医療領域薬剤師養成小委員会 

   ・緩和医療領域薬剤師養成研究会を年 5回開催（現地） 

   ・公開講座を年 5回開催 

○抗菌化学療法・感染制御専門薬剤師養成小委員会 

   ・抗菌化学療法・感染制御専門薬剤師養成研究会基礎コースを年 5回（現地） 

・アドバンスセミナーを年 1回開催（現地） 

   ・半日コース研修会を年 1回開催 

○精神科専門薬剤師養成小委員会 

   ・精神科専門薬剤師養成研究会を年 5回開催（現地） 

   ・精神科薬物療法学術研究会を年 2回開催 

○妊婦・授乳婦専門薬剤師養成小委員会 

   ・妊婦・授乳婦専門薬剤師養成研究会を年 6回開催 

○臨床研究専門薬剤師養成小委員会 

   ・臨床研究専門薬剤師養成研究会を年 5回開催（ハイブリッド 3回、Web2回）） 

○高齢者薬物療法領域薬剤師養成小委員会 

   ・高齢者薬物療法領域薬剤師養成研究会を年 4回開催（現地 1回、Web3回） 

○臨床推論推進小委員会 

   ・臨床推論研究会を年 5回開催（現地 3回、Web2回） 

   ・公開講座を年 2回開催 

■医療安全部 

   ・医療安全に関する学識・職能向上に関する研修会を年 2回開催 

■災害対策特別委員会 

   ・災害薬事講演会を開催 

■支部組織 

○中央支部 



 

   ・中央支部勉強会を年 3回開催 

○城北支部 

   ・城北支部勉強会を年 4回開催 

○城南・島しょ支部 

   ・城南・島しょ支部勉強会を年 4回開催 

○城東支部 

   ・城東支部勉強会を年 3回開催 

   

○多摩西南支部・多摩東支部 

   ・多摩西南支部・多摩東支部合同研究会を年 1回開催 

 

Ⅱ．管理・運営事項 

1．総務部 

   ・理事会、総会等の開催に際し、本会の事務局と連携し、その運営を補助する 

   ・本会の会員名簿の作成における原稿の校正作業 

   ・本会の規約の新規案あるいは改廃案が提出されたとき、必要に応じて当該案を規約整備特別 

    委員会に提出するために整備する。 

   ・看護フェスタ、お薬相談の実施 

   ・その他、本会の会務における庶務、渉外などの事項への対応 

   ・日病薬会員管理システムの都病薬への導入検討を行う 

   ・薬の街頭相談（薬と健康の週間事業） 

2．会計部 

・予算案の作成 

  ・各部会、委員会、研修会の収支確認 

・毎月の決算書による収支と伝票の確認 

・中間、年間の決算書の確認  

3．規約整備特別委員会（必要時） 

   ・本会の運営に必要な規約類を随時起案する 

   ・新規に起案された規約について、その意義、現行の規約類との整合性などを確認し、理事会や 

    総会などに附議する形に整える 

   ・既存の本会の規約類も随時見直し、改廃等の案を理事会や総会などに附議する形に整える 

4．臨時総会、通常総会、支部代表委員会、理事会・常任理事会の開催 

 

 

 

 

 

 

 



議案第２号　令和7年度予算(案)に関する件

収入の部

勘　定　科　目 R7年度予算案 R6年度予算案 増　減 備　　考

１．会費収入 49,710,000 49,315,000 395,000

正会員会費 43,490,000 42,935,000 555,000 8,500×5,090名、4,500×50名

特別会員会費 2,720,000 2,720,000 0 8,500×320名

賛助会員会費 3,500,000 3,660,000 △ 160,000 全92社

２．事業収入 11,708,000 12,050,000 △ 342,000

研修会事業収入 10,409,000 10,612,000 △ 203,000 臨薬研、各研修会

会誌広告収入 1,296,000 1,428,000 △ 132,000

印税収入 3,000 10,000 △ 7,000 印税

３．交付金収入 7,339,500 7,296,000 43,500

日病薬交付金 6,432,000 6,336,000 96,000 1,200円×5,360名

都薬交付金 907,500 960,000 △ 52,500 5,250円×150名、助成金・補助金

４．雑収入 23,650 148,650 △ 125,000

雑収入 23,650 148,650 △ 125,000 雑誌販売、預金利息

当期収入合計（Ａ） 68,781,150 68,809,650 △ 28,500

前期繰越収支差額 10,000,000 10,000,000 0

収入の部合計（Ｂ） 78,781,150 78,809,650 △ 28,500

支出の部

１．事業費 43,211,000 42,592,000 619,000

給料手当 13,908,000 13,651,000 257,000 専務理事報酬、職員給与

法定福利費 2,194,000 2,212,000 △ 18,000 社会保険事業主負担金

退職給与引当金繰入 500,000 500,000 0 退職金積立分

福利厚生費 35,000 26,000 9,000

会議費 3,670,000 3,420,000 250,000 各部会・委員会会議費

旅費交通費 368,000 504,000 △ 136,000 各種研修会講師交通費、専務理事通勤手当

通信運搬費 2,576,000 2,574,000 2,000 雑誌発送、ホームページ用サーバｰ

消耗品費 426,000 396,000 30,000 研修単位審査料、研究会文具等

印刷費 6,899,000 7,114,000 △ 215,000 雑誌印刷、研修会テキスト

編集費 1,200,000 1,200,000 0 雑誌編集費

賃借料 1,174,000 1,927,000 △ 753,000 研究会会場費

諸謝金 5,048,000 4,079,000 969,000 研修会講師謝礼、雑誌原稿料

活動費 3,590,000 3,345,000 245,000 各種研修会

雑費 1,623,000 1,644,000 △ 21,000 イベントペイ手数料・雑誌広告委託手数料

２．管理費 26,002,240 24,940,465 1,061,775

給料手当 6,224,000 5,807,000 417,000 職員給与

法定福利費 1,009,000 968,000 41,000 社会保険事業主負担金

退職給与引当金繰入 1,923,240 1,300,465 622,775 職員退職金積立分

福利厚生費 66,000 66,000 0 職員厚生費

会議費 1,771,000 2,002,000 △ 231,000 総会、理事会、総務部、会計部

旅費交通費 348,000 286,000 62,000 学会出張、職員通勤手当

通信運搬費 1,476,000 1,287,000 189,000 電話、切手、はがき

消耗品費 60,000 60,000 0 事務用品

印刷費 1,555,000 1,700,000 △ 145,000 コピー料金、名簿印刷費

光熱水料費 379,000 564,000 △ 185,000 電気料

賃借料 8,167,000 8,131,000 36,000 事務所費、リース代

諸謝金 1,139,000 989,000 150,000 税理士、労務士顧問料、司法書士報酬

租税公課 570,000 570,000 0 法人都民税、消費税

負担金 130,000 130,000 0 関東ブロック

交際費 150,000 150,000 0 関連団体、慶弔金

委託費 75,000 75,000 0 年会費自動口座振替手数料

図書費 50,000 50,000 0 薬事日報読料 　他

雑費 910,000 805,000 105,000 振込手数料　他

３．関東ブロック準備金 500,000 500,000 0

４．公開講座積立金 200,000 200,000 0

５．施設拡充積立金 200,000 500,000 △ 300,000

当期支出合計（Ｃ） 70,113,240 68,732,465 1,380,775

当期収支合計（Ａ）－（Ｃ） △ 1,332,090 77,185 △ 1,409,275

次期繰越収支差額（Ｂ）-（Ｃ） 8,667,910 10,077,185 △ 1,409,275

令和７年度収支予算案


